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基
準
適
用
前
後
の
数
値
の
変
化
を
確
認

新
リ
ー
ス
会
計
基
準
に
お
け
る

会
計
処
理
の
概
要

第１章 新
リ
ー
ス
会
計
基
準
の
導
入
に
よ
り
、
借
手
は
原
則
と
し
て

リ
ー
ス
取
引
を
オ
ン
バ
ラ
ン
ス
化
し
、
使
用
権
資
産
と
リ
ー
ス

負
債
を
計
上
す
る
こ
と
と
な
る
。
こ
れ
に
よ
り
、
従
来
オ
フ
バ

ラ
ン
ス
で
処
理
さ
れ
て
い
た
不
動
産
賃
借
や
車
両
・
設
備
リ
ー
ス

が
、
資
産
・
負
債
計
上
さ
れ
、
損
益
計
算
書
に
計
上
さ
れ
る
も

の
も
賃
借
料
や
リ
ー
ス
料
な
ど
か
ら
減
価
償
却
費
と
支
払
利
息

に
変
わ
る
こ
と
に
な
る
。

Ｍ
＆
Ａ
実
務
に
お
い
て
は
、
リ
ー
ス
取
引
を
多
数
行
っ
て
い
る

企
業
を
買
収
対
象
と
す
る
場
合
、
当
該
影
響
を
考
慮
せ
ず
に
企

業
価
値
評
価
や
デ
ュ
ー
デ
リ
ジ
ェ
ン
ス（
以
下
、「
Ｄ
Ｄ
」と
い
う
）を

行
う
と
、
負
債
の
過
小
把
握
や
評
価
指
標
の
比
較
可
能
性
の
欠

如
を
招
き
、
適
切
な
企
業
評
価
や
リ
ス
ク
評
価
を
誤
る
お
そ
れ

が
あ
る
。
な
お
、
新
リ
ー
ス
会
計
基
準
が
導
入
さ
れ
て
会
計
処

理
が
変
更
さ
れ
て
も
フ
リ
ー
・
キ
ャッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
（
以
下
、「
Ｆ

Ｃ
Ｆ
」と
い
う
）に
は
影
響
を
与
え
な
い
た
め
、D

iscounted 
Cash Flow

法（
以
下
、「
Ｄ
Ｃ
Ｆ
法
」と
い
う
）で
は
影
響
は
少
な

い
と
考
え
ら
れ
る
。
た
だ
し
、
類
似
会
社
比
較
法
で
は
対
象
会

社
が
非
上
場
で
新
リ
ー
ス
会
計
基
準
に
未
対
応
で
あ
る
場
合
、

企
業
評
価
の
際
に
用
い
る
類
似
上
場
会
社
が
新
リ
ー
ス
会
計
基

準
を
適
用
し
て
い
る
た
め
、
両
者
の
整
合
性
を
確
保
す
る
た
め

の
調
整
が
必
要
に
な
っ
て
く
る
。
さ
ら
に
、
買
収
後
に
は
グ
ル
ー

プ
と
し
て
の
会
計
方
針
統
一
や
シ
ス
テ
ム
対
応
が
不
可
避
で
あ

り
、
Ｐ
Ｍ
Ｉ（Post M

erger Integration

）の
工
数
や
内
部

統
制
整
備
の
負
荷
も
増
大
す
る
。
本
特
集
で
は
、
新
リ
ー
ス
会

計
基
準
が
企
業
価
値
評
価
、
Ｄ
Ｄ
、
統
合
後
対
応
に
与
え
る
影

響
を
整
理
し
、
留
意
点
を
解
説
す
る
。

【
こ
の
章
の
エ
ッ
セ
ン
ス
】

●
新
リ
ー
ス
会
計
基
準
の
導
入
に
よ
り

リ
ー
ス
が
原
則
オ
ン
バ
ラ
ン
ス
化
さ
れ
、

使
用
権
資
産・リ
ー
ス
負
債
が
計
上
さ

れ
る
。

●
キ
ャ
ッ
シ
ュ・フ
ロ
ー
は
変
わ
ら
ず
、会
計

処
理
の
変
更
が
評
価・比
較
に
影
響
す

る
点
が
本
質
で
あ
る
。

●
賃
借
料
が
償
却
費・支
払
利
息
に
置
換

さ
れ
、Ｅ
Ｂ
Ｉ
Ｔ
Ｄ
Ａ
や
財
務
比
率
が
変

動
す
る
。

は
じ
め
に

新
リ
ー
ス
会
計
基
準
が
Ｍ
＆
Ａ
実
務
に

与
え
る
影
響
を
解
説
す
る
前
に
、
ま
ず

リ
ー
ス
会
計
基
準
の
概
要
に
簡
単
に
触
れ

る
。新
リ
ー
ス
会
計
基
準
は
、借
手
の
リ
ー

ス
取
引
に
つ
い
て
原
則
と
し
て
オ
ン
バ
ラ

ン
ス
化
を
求
め
る
会
計
基
準
で
あ
る
。
従

来
、
オ
ペ
レ
ー
テ
ィ
ン
グ
・
リ
ー
ス
は
賃

借
料
と
し
て
費
用
処
理
さ
れ
、
貸
借
対
照

表
に
資
産
・
負
債
が
計
上
さ
れ
な
い
取
扱

い
が
一
般
的
で
あ
っ
た
が
、新
基
準
で
は
、

借
手
は
リ
ー
ス
契
約
に
基
づ
き
使
用
す
る

資
産
に
つ
い
て「
使
用
権
資
産
」を
、
将
来

の
支
払
義
務
に
つ
い
て「
リ
ー
ス
負
債
」を

計
上
す
る
。
損
益
計
算
書
上
は
、
賃
借
料

と
し
て
計
上
さ
れ
て
い
た
費
用
が
、
使
用

権
資
産
の
減
価
償
却
費
と
リ
ー
ス
負
債
の

利
息
費
用
に
置
き
換
わ
る
た
め
、
Ｅ
Ｂ
Ｉ

Ｔ
Ｄ
Ａ
や
財
務
比
率
に
影
響
が
生
じ
る
。

も
っ
と
も
、
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
自
体

が
変
わ
る
わ
け
で
は
な
く
、
会
計
表
示
の

変
更
に
よ
り
財
務
数
値
の
見
え
方
が
変
化

す
る
点
に
特
徴
が
あ
る
。

設
　
例

こ
こ
で
毎
月
の
家
賃
の
支
払
額
が
１
、

０
０
０
千
円
で
契
約
期
間（
２
年
間
）の
賃

貸
借
取
引
に
つ
い
て
新
リ
ー
ス
会
計
基
準

を
基
づ
く
会
計
処
理
を
考
え
て
み
る
。
割

引
率
を
１
％
と
し
て
契
約
期
間
に
基
づ
く

ス
ケ
ジ
ュ
ー
リ
ン
グ
は
図
表
１
の
と
お
り

で
あ
る
。

取
引
開
始
時
点
に
お
い
て
、
将
来
の
支

払
額
を
現
在
価
値
に
割
り
引
い
た
合
計
額


